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協会職員がその能力を発揮し、仕事と生活の調和を図り働きやすい雇用環境の整備を行うため、次

のように行動計画を策定する。 

 

 

計画期間 ： 令和 4年 6月 1日～令和 ７年 5月 30までの 3年間 

 

 

 

 

 

 

＜対策＞ 

●令和 4年 6月～ 前年度の年次有給休暇の取得状況について実態を把握 

   

●令和 4 年 10 月～ 前年度の事業部・事業所ごとの取得状況をとりまとめ、今年度計画的

に取得できるよう、各部・各事業所の管理職に対して、定期的な職員の

取得状況の報告と取得促進についての指導を徹底する。 

   

●令和 4年 11月～ 今年度計画的に取得できているかの中間取得状況を確認し、 

           各職員へ取得を促進する。 

    

●令和 5年 5月～ 1年間の取得状況を集計し、目標に達した職員は、次年度も維持できる

よう、また目標に達しなかった場合は、問題点を話し合い、次の 1年間

の取り組みにつなげる。 

  

 

 

目標１：年次有給休暇の取得日数を、一人当たり 平均年間 10日以上、 

または年間取得率５０％以上を目指す。 


